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自衛隊の使用する自動車の保安基準等について（通達） 

 

 標記について、自衛隊の使用する自動車に関する訓令（昭和４５年防衛庁訓令第１号）

第１０条第１項及び第２２条の規定に基づき、別紙のとおり定められたので通達する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料：別紙 



別紙 

 

自衛隊の使用する自動車の保安基準等について（通達） 

 

１ 趣旨 

この通達は、自衛隊の使用する自動車に関する訓令（昭和４５年防衛庁訓令第１号。以

下「訓令」という。）第１０条第１項及び第２２条の規定に基づき、自衛隊の使用する自

動車の保安基準等について定めるものである。 

 

２ 用語の定義 

この通達における用語の意義は、訓令に定めるもののほか、次の各号に定めるところに

よる。 

（１）けん引自動車 専ら被けん引自動車をけん引することを目的とすると否とにかかわ

らず、被けん引自動車をけん引する目的に適合した構造及び装置を有する自動車をい

う。 

（２）被けん引自動車 自動車によりけん引されることを目的とし、その目的に適合した構

造及び装置を有する自動車をいう。 

（３）ポール・トレーラ 柱、パイプ、橋げたその他長大な物品を運搬することを目的とし、

これらの物品により他の自動車にけん引される構造の被けん引自動車をいう。 

（４）セミトレーラ 前車軸を有しない被牽引自動車であって、その一部が牽引自動車に載

せられ、かつ、当該被牽引自動車及びその積載物の重量の相当部分が牽引自動車によっ

て支えられる構造のものをいう。 

（５）空車状態 原動機及び燃料装置に燃料、潤滑油、冷却水等の全量を搭載し、及び当該

自動車の目的とする用途に必要な固定的な設備を設ける等運行に必要な装備をした状

態をいう。 

（６）積車状態 空車状態の自動車に乗車定員の人員が乗車し、最大積載量の物品が積載さ

れた状態をいう。この場合において、乗車定員１人の重量は８０キログラムとし、座席

定員の人員は定位置に均等に乗車し、物品は物品積載装置に均等に積載したものとす

る。 

（７）高圧ガス 高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号）第２条に規定する高圧ガス

をいう。 

（８）ガス容器 高圧ガスを蓄積するための容器をいう。 

（９）ガス輸送容器 高圧ガスを輸送するため車台に固定されたガス容器をいう。 

（１０）内圧容器 常用の温度における圧力（ゲージ圧力をいう。以下同じ。）が０．２メ

ガパスカル以上の圧縮ガスで高圧ガス以外のものを蓄積するための容器（制動装置用

容器以外の容器で、内径２００ミリメートル未満、長さ１，０００ミリメートル未満の

もの又は容積４０リットル未満のものを除く。）をいう。 



（１１）火薬類 火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）第２条に規定する火薬類をい

う。 

（１２）危険物 消防法（昭和２３年法律第１８６号）別表第１の品名欄に掲げる物品で、

同表に定める区分に応じ同表の性質欄に掲げる性状を有するものをいう。 

（１３）爆発性液体 消防法別表第１第４類及び第６類の項の品名欄に掲げる物品で、それ

ぞれの項の性質欄に掲げる性状を有するものをいう。 

（１４）緊急自動車 道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号）第１３条第１項第２

号に掲げる自動車で同項の規定により指定を受けたものをいう。 

（１５）普通自動車 道路運送車両法施行規則（昭和２６年運輸省令第７４号）別表第１に

掲げる普通自動車をいう。 

（１６）小型自動車 道路運送車両法施行規則別表第１に掲げる小型自動車をいう。 

（１７）小型特殊自動車 道路運送車両法施行規則別表第１に掲げる小型特殊自動車をい

う。 

（１８）軽自動車 道路運送車両法施行規則別表第１に掲げる軽自動車をいう。 

（１９）道路維持作業用自動車 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第４１条第４項

に規定する道路維持作業用自動車をいう。 

（２０）軸重 自動車の車両中心線に垂直な１メートルの間隔を有する２平行鉛直面間に

中心のあるすべての車輪の輪荷重の総和をいう。 

（２１）最遠軸距 自動車の最前部の車軸中心（セミトレーラにあっては、連結装置中心）

から最後部の車軸中心までの水平距離をいう。 

（２２）輪荷重 自動車の１個の車輪を通じて路面に加わる鉛直荷重をいう。 

（２３）放射性物質等 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２

年法律第１６６号）第２条第２項に規定する核燃料物質及び放射性同位元素等の規制

に関する法律（昭和３２年法律第１６７号）第２条第２項に規定する放射性同位元素並

びにそれらによって汚染された物であって、その放射能濃度が７４ベクレル毎グラム

以上のものをいう。 

 

３ 保安基準表  

自衛隊の使用する自動車の保安基準は、次の保安基準表に定めるところにより、道路運

送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号。以下「省令」という。）、道路運送車両

の保安基準の細目を定める告示（平成１４年国土交通省告示第６１９号。以下「細目告示」

という。）及び道路運送車両の保安基準第３１条の２に規定する窒素酸化物排出自動車等

及び窒素酸化物排出基準等を定める告示（平成１４年国土交通省告示第３１０号。以下

「基準告示」という。）の規定（これらの規定において引用されている命令、告示等を含

み、防衛装備庁長官が定める規定を除く。以下この項において同じ。）を準用する。この

場合において、これらの規定中「５５ｋｇ」とあり、及び「７５ｋｇ」とあるのは「８０

ｋｇ」と、「地方運輸局長」とあるのは「防衛大臣」と、「告示で定める」とあるのは「別



に定める」と読み替え、「運転者席」とあるのは「操縦手席」と、「運転者」とあるのは「操

縦手」と、「運送」とあるのは「輸送」と、「運転」とあるのは「操縦」と、「運転者室」

とあるのは「操縦手室」と、「運転操作」とあるのは「操縦操作」と、「客室」とあるのは

「車室」と、「乗客」とあるのは「乗車人員」とみなすほか、必要な技術的読替えは、防

衛装備庁長官が定める。 

 

 保安基準表 

項番号 項目 規定 

１ 
長さ、幅及び

高さ 

省令第２条並びに細目告示第８４条及び第１６２条の規定を

準用する。 

２ 最低地上高 
省令第３条並びに細目告示第８５条及び第１６３条の規定を

準用する。 

３ 車両総重量 省令第４条の規定を準用する。 

４ 軸重等 省令第４条の２の規定を準用する。 

５ 安定性 
省令第５条並びに細目告示第８６条及び第１６４条の規定を

準用する。 

６ 最小回転半径 省令第６条の規定を準用する。 

７ 
接地部及び接

地圧 

省令第７条並びに細目告示第８７条及び第１６５条の規定を

準用する。 

８ 
原動機及び動

力伝達装置 

省令第８条並びに細目告示第８８条及び第１６６条の規定を

準用する。 

９ 走行装置等 
省令第９条並びに細目告示第８９条及び第１６７条の規定を

準用する。 

１０ 操縦装置 

（１） 自動車の操縦装置については、省令第１０条並びに細

目告示第９０条及び第１６８条の規定を準用する。 

（２） 自動車のかじ取り装置については、省令第１１条並び

に細目告示第９１条及び第１６９条の規定を準用す

る。 

１１ 
制動装置その

１ 

省令第１２条並びに細目告示第９３条、第９３条の２、第１

７１条及び第１７１条の２の規定を準用する。 

１１の２ 
制動装置その

２ 

省令第１３条並びに細目告示第９４条及び第１７２条の規定

を準用する。 

１２ 緩衝装置 
省令第１４条並びに細目告示第９５条及び第１７３条の規定

を準用する。 

１３ 燃料装置 
省令第１５条並びに細目告示第９６条及び第１７４条の規定

を準用する。 



１４ 電気装置 
省令第１７条の２並びに細目告示第９９条及び第１７７条の

規定を準用する。 

１５ 車枠及び車体 
省令第１８条並びに細目告示第１００条及び第１７８条の規

定を準用する。 

１５の２ 
巻込防止装置

等 

（１） 自動車の巻込防止装置については、省令第１８条の２

並びに細目告示第１０１条及び第１７９条の規定を

準用する。 

（２） 自動車の突入防止装置については、省令第１８条の２

並びに細目告示第１０２条及び第１８０条の規定を

準用する。 

（３） 自動車の前部潜り込み防止装置については、省令第１

８条の２並びに細目告示第１０２条の２及び第１８

０条の２の規定を準用する。 

１６ 連結装置 
省令第１９条並びに細目告示第１０３条及び第１８１条の規

定を準用する。 

１７ 乗車装置 
省令第２０条の規定並びに細目告示第１０４条及び第１８２

条の規定を準用する。 

１８ 操縦手席 
省令第２１条並びに細目告示第１０５条及び第１８３条の規

定を準用する。 

１９ 座席 
省令第２２条並びに細目告示第１０６条及び第１８４条の規

定を準用する。 

２０ 座席ベルト等 
省令第２２条の３並びに細目告示第１０８条及び第１８６条

の規定を準用する。 

２１ 
頭部後傾抑止

装置 

省令第２２条の４並びに細目告示第１０９条及び第１８７条

の規定を準用する。 

２２ 物品積載装置 
省令第２７条並びに細目告示第１１５条及び第１９３条の規

定を準用する。 

２３ 
高圧ガス輸送

装置 

省令第２８条並びに細目告示第１１６条及び第１９４条の規

定を準用する。 

２４ 窓ガラス 
省令第２９条並びに細目告示第１１７条及び第１９５条の規

定を準用する。 

２５ 騒音防止装置 
省令第３０条並びに細目告示第４０条第１項第３号、第１１

８条及び第１９６条の規定を準用する。 

  



２６ 

ばい煙、悪臭

のあるガス、

有害なガス等

の発散防止装

置 

省令第３１条並びに細目告示第１１９条及び第１９７条の規

定を準用する。 

２６の２ 

窒素酸化物排

出自動車等の

特例 

省令第３１条の２及び基準告示の規定を準用する。 

２７ 前照灯 
省令第３２条並びに細目告示第１２０条及び第１９８条の規

定を準用する。 

２８ 前部霧灯 
省令第３３条並びに細目告示第１２１条及び第１９９条の規

定を準用する。 

２８の２ 側方照射灯 
省令第３３条の２並びに細目告示第１２２条及び第２００条

の規定を準用する。 

２８の３ 
低速走行時側

方照射灯 

省令第３３条の３並びに細目告示第１２２条の２及び第２０

０条の２の規定を準用する。 

２９ 

車幅灯、前部

上側端灯、前

部反射器、側

方灯及び側方

反射器 

（１） 車幅灯については、省令第３４条並びに細目告示第１

２３条及び第２０１条の規定を準用する。 

（２） 前部上側端灯については、省令第３４条の２並びに細

目告示第１２４条及び第２０２条の規定を準用する。 

（３） 前部反射器については、省令第３５条並びに細目告示

第１２５条及び第２０３条の規定を準用する。 

（４） 側方灯及び側方反射器については、省令第３５条の２

並びに細目告示第１２６条及び第２０４条の規定を

準用する。 

３０ 番号灯 
省令第３６条並びに細目告示第１２７条及び第２０５条の規

定を準用する。 

３１ 

尾灯、警告反

射板及び停止

表示器材 

（１） 尾灯については、省令第３７条並びに細目告示第１２

８条及び第２０６条の規定を準用する。 

（２） 警告反射板については、省令第４３条の３並びに細目

告示第１４３条及び第２２１条の規定を準用する。 

（３） 停止表示器材については、省令第４３条の４並びに細

目告示第１４４条及び第２２２条の規定を準用する。 

３１の２ 後部霧灯 
省令第３７条の２並びに細目告示第１２９条及び第２０７条

の規定を準用する。 

  



３２ 駐車灯 
省令第３７条の３並びに細目告示第１３０条及び第２０８条

の規定を準用する。 

３２の２ 後部上側端灯 
省令第３７条の４並びに細目告示第１３１条及び第２０９条

の規定を準用する。 

３３ 後部反射器 
省令第３８条並びに細目告示第１３２条及び第２１０条の規

定を準用する。 

３３の２ 
大型後部反射

器 

省令第３８条の２並びに細目告示第１３３条及び第２１１条

の規定を準用する。 

３３の３ 再帰反射材 
省令第３８条の３並びに細目告示第１３３条の２及び第２１

１条の２の規定を準用する。 

３４ 制動灯 
省令第３９条並びに細目告示第１３４条及び第２１２条の規

定を準用する。 

３４の２ 補助制動灯 
省令第３９条の２並びに細目告示第１３５条及び第２１３条

の規定を準用する。 

３５ 後退灯 

省令第４０条並びに細目告示第１３６条及び第２１４条の規

定を準用する。ただし、管制灯火を備える自動車にあっては、

管制灯火が点灯している場合には、後退灯は、変速装置を後

退の位置に操作している場合であっても、点灯しない構造と

する。 

３６ 方向指示器 
省令第４１条並びに細目告示第１３７条及び第２１５条の規

定を準用する。 

３６の２ 
補助方向指示

器 

省令第４１条の２並びに細目告示第１３８条及び第２１６条

の規定を準用する。 

３７ 
非常点滅表示

灯 

省令第４１条の３並びに細目告示第１３９条及び第２１７条

の規定を準用する。 

３８ 
緊急制動表示

灯 

省令第４１条の４並びに細目告示第１３９条の２及び第２１

７条の２の規定を準用する。 

３８の２ 
後面衝突警告

表示灯 

省令第４１条の５並びに細目告示第１３９条の３及び第２１

７条の３の規定を準用する。 

３９ 
その他の灯火

等の制限 

省令第４２条並びに細目告示第１４０条及び第２１８条の規

定を準用する。 

 

 

４０ 警音器 
省令第４３条並びに細目告示第１４１条及び第２１９条の規

定を準用する。 

  



４１ 非常信号用具 
省令第４３条の２並びに細目告示第１４２条及び第２２０条

の規定を準用する。 

４２ 
車線逸脱警報

装置 

省令第４３条の６並びに細目告示第１４５条の２及び第２２

３条の２の規定を準用する。 

４２の２ 
側方衝突警報

装置 

省令第４３条の９並びに細目告示第１４５条の５及び第２２

３条の５の規定を準用する。 

４３ 後写鏡等 
省令第４４条並びに細目告示第１４６条及び第２２４条の規

定を準用する。 

４３の２ 
後退時車両直

後確認装置 

省令第４４条の２並びに細目告示第１４６条の２及び第２２

４条の２の規定を準用する。 

４４ 窓ふき器等 
省令第４５条並びに細目告示第１４７条及び第２２５条の規

定を準用する。 

４５ 速度計等 

省令第４６条並びに細目告示第１４８条及び第２２６条の規

定を準用する。この場合において、速度計試験器による計測

が困難であって、基準に適合するかどうかを視認等により容

易に判定することができるときに限り、走行その他の適切な

方法により検査ができるものとする。 

４６ 運行記録計 
省令第４８条の２並びに細目告示第１５１条及び第２２９条

の規定を準用する。 

４７ 速度表示装置 
省令第４８条の３並びに細目告示第１５２条及び第２３０条

の規定を準用する。 

４８ 消火器 
省令第４７条並びに細目告示第１４９条及び第２２７条の規

定を準用する。 

４９ 
内圧容器及び

その附属装置 

省令第４７条の２並びに細目告示第１５０条及び第２２８条

の規定を準用する。 

５０ 緊急自動車 
省令第４９条並びに細目告示第１５３条及び第２３１条の規

定を準用する。 

５１ 
道路維持作業

用自動車 

省令第４９条の２並びに細目告示第１５４条及び第２３２条

の規定を準用する。 

５２ 
火薬類を輸送

する自動車 

省令第５１条並びに細目告示第１５７条及び第２３５条の規

定を準用する。 

５３ 
危険物を輸送

する自動車 

省令第５２条並びに細目告示第１５８条及び第２３６条の規

定を準用する。この場合において、爆発性液体を輸送するた

め車台にタンクを固定した自動車にあっては、タンクの後面

に、最大積載量、最大積載容量及び積載物品名を表示するも

のとする。 



５４ 
乗車定員及び

最大積載量 

省令第５３条並びに細目告示第１５９条及び第２３７条の規

定を準用する。 

 

４ 保安基準の緩和 

前項の保安基準表の規定は、次に定めるところにより、緩和することができる。この場

合において、各幕僚長等は、第１号、第５号及び第６号の規定による認定を受けようとす

るときは、別記様式の保安基準の緩和に係る認定申請書により申請するものとする。ただ

し、すでに当該認定を受けた自動車と車名、型式、保安基準の内容その他認定を受けた事

項が同一であって、かつ、使用上の制限が同一であるときは、当該認定を受けたものとみ

なす。  

（１）防衛大臣が、その構造、速度、用途、使用地の状況等により、又はその運行する際の

最高速度、経路若しくは使用地域を指定する等使用上の制限を付すことにより、保安上

危険がないと認定した自動車については、保安基準表の規定を緩和することができる。

この場合において、緩和することができる保安基準表の規定については、防衛装備庁長

官が定める。 

（２）改造の過程にある自動車で訓令第２６条の臨時運行の許可を受けたものについては、

部隊又は機関と試験場との間若しくはこれらの相互間を運行する場合に限り、保安基

準表の規定を適用しないことができる。この場合において、適用しないことができる保

安基準表の規定については、防衛装備庁長官が定める。 

（３）（２）の自動車には、保安基準表第３１項第１号（省令第３７条第１項本文に規定さ

れる部分に限る。）又は第３４項（省令第３９条第１項本文に規定される部分に限る。）

の規定にかかわらず、尾灯又は制動灯を、後面に１個備えればよい。 

（４）保安基準表に定める保安基準に適合しないことが明らかとなった自動車については、

保安基準に適合させるため整備若しくは改造を行う場所に運行する場合に限り、当該

基準に係る保安基準表の規定は、適用しない。ただし、運行が他の交通に危険を及ぼす

おそれのあるものにあっては、この限りでない。 

（５）自動車の構造又は装置について保安基準表に定める保安基準の改善に資するため必

要があると防衛大臣が認定した試験自動車で、その運行のため必要な保安上の制限を

付したものについては、当該構造又は装置に係る保安基準表の規定は、適用しない。 

（６）相互防衛援助協定により供与された自動車で、防衛大臣が保安基準表に定める保安基

準に適合しがたいと認定したものについては、保安上危険が認められない限り、当該基

準に係る保安基準表の規定は、適用しないことができる。 

 

５ 適用関係の整理 

保安基準表の規定の適用関係の整理のため、次の表に定めるところにより、道路運送

車両の保安基準第２章及び第３章の規定の適用関係の整理のため必要な事項を定める告

示(平成１５年国土交通省告示第１３１８号。以下「整理告示」という。)の規定（これ



らの規定において引用されている命令、告示等を含み、防衛装備庁長官が定める規定を

除く。以下この項において同じ。）を準用する。この場合において、これら規定中「５

５㎏」とあり、及び「７５㎏」とあるのは「８０㎏」と、「地方運輸局長」とあるのは

「防衛大臣」と、「告示で定める」とあるのは「別に定める」と、「昭和４８年１１月３

０日」とあるのは「昭和４９年１２月３１日」と、「完成検査等」とあり、及び「新規

検査等」とあるのは「調達品等に係る監督及び検査に関する訓令（昭和４４年防衛庁訓

令第２７号）の規定による品質の確認のための検査又は保安検査」と読み替え、「運転

者席」とあるのは「操縦手席」と、「運転者」とあるのは「操縦手」と、「運送」とある

のは「輸送」と、「運転」とあるのは「操縦」と、「運転者室」とあるのは「操縦手室」

と、「客室」とあるのは「車室」と、「乗客」とあるのは「乗車人員」とみなすほか、必

要な技術的読替えは、防衛装備庁長官が定める。 

 

項番号 項目 規定 

１ 長さ、幅及び高さ  整理告示第１条を準用する。  

２ 軸重等  整理告示第２条を準用する。  

３ 原動機及び動力伝達装置  整理告示第４条を準用する。  

４ 走行装置  整理告示第５条を準用する。  

５ 操縦装置  整理告示第６条及び第７条を準用する。  

６ 制動装置その１  整理告示第９条を準用する。  

７ 制動装置その２  整理告示第１０条を準用する。  

８ 緩衝装置  整理告示第１１条を準用する。  

９ 燃料装置  整理告示第１２条を準用する。  

１０ 電気装置  整理告示第１４条を準用する。  

１１ 車枠及び車体  整理告示第１５条を準用する。  

１２ 巻込防止装置  整理告示第１６条を準用する。  

１３ 突入防止装置  整理告示第１７条を準用する。  

１４ 前部潜り込み防止装置  整理告示第１７条の２を準用する。  

１５ 乗車装置  整理告示第１８条を準用する。  

１６ 操縦手席  整理告示第１８条の２を準用する。  

１７ 座席  整理告示第１９条を準用する。  

１８ 座席ベルト等  整理告示第２０条を準用する。  

１９ 頭部後傾抑止装置  整理告示第２１条を準用する。  

２０ 窓ガラス  整理告示第２６条を準用する。  



２１ 騒音防止装置  整理告示第２７条を準用する。  

２２ 
ばい煙、悪臭のあるガス、有

害なガス等の発散防止装置 

整理告示第２８条を準用する。  

２３ 前照灯  整理告示第２９条を準用する。  

２４ 前部霧灯  整理告示第３０条を準用する。  

２５ 側方照射灯  整理告示第３１条を準用する。  

２６ 車幅灯  整理告示第３２条を準用する。  

２７ 前部上側端灯  整理告示第３３条を準用する。  

２８ 前部反射器  整理告示第３４条を準用する。  

２９ 側方灯及び側方反射器  整理告示第３５条を準用する。  

３０ 番号灯  整理告示第３６条を準用する。  

３１ 尾灯  整理告示第３７条を準用する。  

３２ 停止表示器材  整理告示第５０条を準用する。  

３３ 後部霧灯  整理告示第３８条を準用する。  

３４ 駐車灯  整理告示第３９条を準用する。  

３５ 後部上側端灯  整理告示第４０条を準用する。  

３６ 後部反射器  整理告示第４１条を準用する。  

３７ 大型後部反射器  整理告示第４１条の２を準用する。  

３８ 再帰反射材  整理告示第４１条の３を準用する。  

３９ 制動灯  整理告示第４２条を準用する。  

４０ 補助制動灯  整理告示第４３条を準用する。  

４１ 後退灯  整理告示第４４条を準用する。  

４２ 方向指示器  整理告示第４５条を準用する。  

４３ 補助方向指示器  整理告示第４６条を準用する。  

４４ 非常点滅表示灯  整理告示第４７条を準用する。  

４５ 緊急制動表示灯  整理告示第４７条の２を準用する。  

４６ その他の灯火等の制限  整理告示第４８条を準用する。  

４７ 警音器  整理告示第４９条を準用する。  

４８ 車線逸脱警報装置  整理告示第５１条の２を準用する。  

４８の２ 側方衝突警報装置 整理告示第５１条の５を準用する。 

４９ 後写鏡等  整理告示第５２条を準用する。  



４９の２ 後退時車両直後確認装置 整理告示第５２条の２を準用する。 

５０ 窓ふき器等  整理告示第５３条を準用する。  

５１ 速度計等  整理告示第５４条を準用する。  

５２ 運行記録計  整理告示第５６条を準用する。  

５３ 速度表示装置  整理告示第５７条を準用する。  

５４ 消火器  整理告示第５５条を準用する。  

５５ 緊急自動車  整理告示第５８条を準用する。  

５６ 危険物を輸送する自動車  整理告示第６１条を準用する。  

５７ 乗車定員及び最大積載量 整理告示第６１条の２を準用する。  

 

６ 自動車の同一型式の範囲 

訓令第２２条に規定する自動車の同一型式の範囲は、次のいずれにも該当しない場合

をいう。  

（１）自動車の寸法  

自動車の設計寸法の相違が基準の自動車の設計寸法と比較して、次の数値の範囲の

いずれかを超えるとき。ただし、バンパ、サイドバンパ、フック、スタンド、セーフテ

ィガード、鳥居、トップカバー、方向指示器、天井通風孔等の付属装置のみによって寸

法が相違する場合は含まれない。 

長さ 正負 ５パーセント又は２００ミリメートル  

幅  正負 ５パーセント又は５０ミリメートル  

高さ 正負 ５パーセント又は１００ミリメートル 

（２）軸距 

軸距が相違するとき。ただし、キャスター又はトレールによって相違する場合を除く。 

（３）原動機 

原動機本体の種類及び主要構造が異なるとき。  

    例ア ガソリンエンジンとディーゼルエンジン 

イ ２サイクルと４サイクル 

ウ ４気筒と６気筒 

エ 直列型とＶ型 

オ 頭上弁式と側弁式 

カ 液冷式と空冷式 

キ 気筒総排気量又は定格出力の相違  

（４）動力伝達装置 

動力伝達装置の種類及び主要構造が相違することにより動力伝達方式が異なるとき。 

例ア 推進軸式とチェーン式 



イ 後輪駆動式と全輪駆動式  

（５）走行装置 

走行装置の種類及び主要構造が異なるとき。 

例ア ４輪と６輪 

イ 空気入ゴムタイヤとカタピラ 

ウ ホチキス式とトルク管式  

（６）操縦装置 

操縦装置の種類及び主要構造が異なるとき。 

例ア 直接操向ハンドル式と間接操向ハンドル式 

イ 操向車輪の数又は関係位置の相違  

（７）懸架装置 

懸架装置の種類及び懸架方式が異なるとき。  

例ア 独立懸架方式と普通懸架方式 

イ トランスパース式とパラレル式  

（８）車わく及び車体 

車わく、車体の形状及び構造が異なるとき。  

例ア はしご型と背骨型 

イ 普通型とキャブオーバ型 

（９）乗車装置及び物品積載装置 

乗車装置、物品積載装置の種類及び主要構造が異なるとき。  

例ア  乗用と貨物 

イ ダンプとカーゴ  

（１０）種別  

自動車の種別が異なるとき。  

  

  



別記様式（第４項関係）  

 

 

保安基準の緩和に係る認定申請書 

注 所管区分欄には、陸上自衛隊、海上自衛隊、航空自衛隊又は防衛装備庁の別を記入す

ること。なお、陸上自衛隊の自動車にあっては、所掌課を併記すること。 

    所管区分  

車名・型式・

品名 
車両数 

取得又は

改造予定  

年 月 日 

保安基準

表の条項 

保安基準の

緩 和 内 容 

制限事

項(案) 

保安基準の  

緩和を必要  

とする理由 

備 考 

        


